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本準備書面において被控訴人らは，原判決書中の口頭弁論終結日後に変更があっ

た事項及び誤記と思われる事項について，参考までに以下のとおり申し述べる。

なお，本準備書面は，変更があった事項等の形式的な事項についての指摘であり，

被控訴人らがこれまでの準備書面で説明してきた実質的な内容に言及するものでは

ない。

また，本件は，被控訴人ら準備書面（６）で主張したように，また東京都知事ら

を被控訴人とする本件と同種の事件（貴庁第５民事部平成２１年（行。）第２１３

号事件，平成２５年３月２９日判決言渡。乙４１１号証｡）についておって準備書

面（８）をもってコメントするように，実体判断に踏み込むまでもなく矢当のもの

として棄却されるべき事案であって，本準備書面は，あくまでも御参考に供するた

めのものであり，実体判断を求める趣旨のものでないことを予めお断りしておきた

い。

１【原判決書３頁２５行】

農地法施行令等の一部を改正する政令（平成２１年政令２８５号）附則１９条

の規定により特定多目的ダム法施行令の該当条項が改正され，１４条の２は１４

条に繰り上げられているため，「１４条の２」については，「１４条（平成２１

年政令２８５号による改正前は１４条の２）」となっている。

２【原判決書４頁７行～１３行】

原判決は，河川法６０条１項の表現を調整しつつ弓|用しているが，同項は，国

の直轄事業に係る都道府県等の維持管理負担金の廃止等のための関係法律の整備

に関する法律（平成２２年法律２０号）により－部改正され，当時の規定と現行

の規定とが異なるため，「河川法第６０条は，……その２分のＬ…･を負担する

旨定め」は，現状は，「この定めは当時の負担区分。平成２２年法律２０号によ

り河川法６０条１項の内容が－部改められているため，現行規定とは負担区分が
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異なる｡」ということになる。

３【原判決書７頁７行・８行】

群馬県では，平成１６年３月３１日まではいわゆる部長制（事業部制）であり，

平成１７年４月１日からいわゆる理事制（担当制）になったが，平成２０年１１

月１日から再度いわゆる部長制（事業部制）に戻った。具体的には，群馬県職員

の職の設置に関する規貝|｣の－部改正（平成２０年群馬県規則第１０１号）に基づ

くものである。

そのため，「理事（平成１６年３月３１日以前は部長)」は，現状では「部長

（平成１６年４月１日から平成２０年１０月３１日までは理事。以下同じ｡）」

である。

４【原判決書９頁１５行】

財団法人利根Ⅲ｜・荒川水源地域対策基金は，平成２４年６月２８日に内閣府か

ら公益認定を受け，同年７月２日に公益財団法人利根)|｜・荒川水源地域対策基金

に移行して設立された（乙４１０号証の１ないし４）ため，「財団法人利根川・

荒川水源地域対策基金」は「公益財団法人利根)|｜・荒)||水源地域対策基金（平成

２４年７月２日より前は財団法人利根)|｜・荒川水源地域対策基金｡)」である。

５【原判決書９頁１９行】

上記４と同様に，「財団法人利根川．荒)||水源地域対策基金」は「公益財団法

人利根)|｜・荒｣||水源地域対策基金」である。

６【原判決書１４頁１４行・同頁１５行】

章記号の引用が明らかに異なっている。

１４行中「後記オ」は「後記エ」が，１５行中「後記力」は「後記オ」が，そ
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れぞれ適切だったと思われる。

７【原判決書１７頁４行及び１８頁２行】

群馬県企業局は，水道用水供給事業を実施しており，水道事業（いわゆる上水

道事業）は実施していない。したがって，「県営水道」とするといわゆる上水道

事業を実施しているように受け取られかねない。「県営水道用水供給事業」と明

示した方が適切だったと思われる。

８【原判決書１７頁１７行】

上記７と同様の理由により，厳密にいうと「群馬県水道」では文章の意味が通

じないため，「群馬県における水道水」とした方が適切だったと思われる。

９【原判決書１７頁２２行】

水資源開発促進法４条１項に規定する水資源開発基本計画については，同法３

条１項に規定する水資源開発水系ごとに策定される。利根｣|｜・荒川水系について

は，正式名称としては「第五次利根)||水系及び荒｣||水系における水資源開発基本

計画」である。一般には「第５次利根｣|’.荒)||水系フルプラン」（原判決書１７

頁２２行）や「第５次フルプラン」（原半Ⅲ決書２７頁２行)，「フルプラン」（原

判決書２７頁４行・５行）のように略して呼ばれる。

本件では，利根川荒)||水系以外の水系のフルプランと誤解するおそれはないが，

どの時点でのフルプランかを明示しておく方がよいので，略称を「第５次フルプ

ラン」に統一した方がよかったと思われる。

１０【原判決書１９頁７行】の「同様の数値｣，【原判決書３０頁５行～６行，３

１頁１７行，同２２行】のＴ２００分の１確率規模｣，【原判決書５４頁３行，

同１２行，５９頁１５行】の「１／２００確率流量」は，いずれも「年超過確率
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２００分の１規模の流量」のことと思われる。

１１【原判決書２１頁２６行】

章見出しとして「キ八シ場ダムの建設は公共事業として不要であること」と

あるが，その章自体が存在しない。

１２【原判決書２３頁１行】

原判決の時点では，原告は１９名であったが，控訴状には１８名の控訴人が記

載されている。

１３【原判決書２７頁１４行～１５行，４５頁１１行～１２行】

前橋市，桐生市及び渋川市においては，それらの一部のみが県央第二水道用水

供給事業の給水対象地域であることから（被控訴人ら準備書面（１）８頁で原審

の記述を補っている｡），「前橋市，桐生市，伊勢崎市，渋川市，富士見村，玉村

町」は，「前橋市（－部），伊勢崎市，玉村町，桐生市（－部），渋川市（－

部)」がより正確である。なお，富士見村については，平成２１年５月５日をも

って前橋市と合併し，前橋市となった。

１４【原判決書２７頁２３行～２４行，４５頁６行～７行】

太田市においては，太田市の一部のみが東部地域水道用水供給事業の給水対象

地域であることから（被控訴人ら準備書面（１）１３頁で原審の記述を補ってい

る｡），「太田市，館林市，板倉町，明和町，千代田町，大泉町，邑楽町」は，

「館林市，板倉町，明和町，千代田町，邑楽町，太田市（－部)，大泉町」がよ

り正確である。

１５【原判決書２８頁７行～８行，４５頁２１行～２２行】
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太田市においては，太田市の一部のみが東毛工業用水道事業の給水対象地域で

あることから（被控訴人ら準備書面（１）１３頁で原審の記述を補っている｡)，

「太田市，館林市，板倉町，明和町，千代田町，大泉町，邑楽町」は，「館林市，

板倉町，明和町，千代田町，邑楽町，太田市（－部)，大泉町」がより正確であ

る。

１６原判決書の記述は，平成２０年度又は平成１９年度の時点のものであり，被

控訴人ら準備書面（１）３１頁１１行で，平成２３年度の時点の企業数及び工場

数に更新しているため，【原判決書２８頁８行】の「８８社９６工場」は「８５

社９４工場」が，【原判決書４５頁２２行】の「平成１９年度においては８９社

９７工場に」は「平成２３年４月１日現在，８５社９４工場に」が，それぞれよ

り正確である。

１７【原判決書３０頁４行～３２頁２行】

この段落の記述については，原判決の時点から現在に至るまで，八シ場ダム事

業を巡る情勢の変化が著しく，その情勢については被控訴人らの上申書（１）及

び（２）において述べたとおりであるが，さらに上申書（２）の後の経過につい

て，「利根)||水系利根)|｜・江戸)||河川整備計画」の策定状況を中心に別途上申書

（４）にとりまとめたので，御参考にされたい。

１８【原判決書３７頁２５行】

特定多目的ダム法７条１項の条文を部分的に引用しているが，条文とは異なる

趣旨の引用になっている。「同項所定の額を勘案して」を「支払うべき利息の額

を勘案して」とすると符合する。

１９【原判決書３９頁２行～３行】
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